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要     旨 

 

１ 作成の背景 

超高齢化が進展する我が国において、誰もが取り残されることなく、障害の有無にかか

わらず安心して生活し、生き生きと社会参加できる「幸福長寿社会」の実現には、コミュ

ニティ単位での多様性、包摂性、結束性を尊重する総合的施策の推進が不可欠である。そ

の実現に向けては、世界保健機関（WHO）が提唱する「エイジ・フレンドリー・シティ」（AFC）

を基本枠組みとし、デジタル技術を活用し、高齢者を取り巻く環境をデータに基づき多元

的かつ包括的に捉え、最新の科学的知見に基づき住環境（都市環境、住宅内外環境）や交

通・就労環境を構築することが重要である。加えて、住民の主体的参加を促し、自治体・

政府・大学・NGO・民間企業が連携し、健康科学、建築工学、環境学、情報学等による学際

領域の研究成果を融合させたイノベーションの創出が求められる。 

 

２ 現状及び問題点 

 我が国では、2025年現在、65歳以上人口が全体の約３割に達しており、急速な高齢化が

進行している。多くの市区町村では高齢者人口が増加する一方で、若年層の減少が進み、

地域の担い手不足や自治体機能の維持が課題となっている。また、単身高齢者・高齢夫婦

世帯の増加や地域活動への参加不足により、社会的孤立が深刻化しており、地域のつなが

り（ソーシャルキャピタル）の低下が懸念される。さらに、買物や移動が困難な弱者の増

加や、所得・地域格差に伴う医療・介護サービスへのアクセスの不平等も顕著である。加

えて、地球の温暖化による猛暑や異常気象の増加は、高齢者の外出機会や社会参加を制限

し、高齢者の心身の健康に長期的な悪影響を及ぼす。さらには、日本の住宅の断熱性能の

低さや老朽化といった住環境の整備の遅れは、夏季の熱中症や冬季のヒートショックとい

った健康被害のリスクを高めている。 

一方で、こうした課題に対応するための自治体の政策的枠組みや、関連データを活用し

た地域課題の科学的分析・評価、政策立案の体制は十分に整っていない。産官学民の連携

も依然として不十分であり、実効性のある地域包括的な支援体制の構築が今後の大きな課

題となっている。 

 

３ 見解の内容 

多角的、総合的な政策実施に向けては、2007年にWHOで定義された「高齢者が健康に暮

らし、社会参加できる環境整備」であるAFCの枠組みの活用が１つの解決策として示され

る。ここでは、「コミュニティ支援と医療サービス」「屋外空間と建物」「交通」「住宅」「社

会参加」「敬意と社会的包摂性」「市民参加と仕事」「コミュニケーションと情報」の８つの

領域にわたる取組を通じて、高齢者に優しい都市やコミュニティを目指している。そのた

めには、住民個人への働きかけと環境の両面を俯瞰して見直し、地域特性と地域格差等も

鑑み、地域の課題解決に向け、全国の自治体及びそこに居住する複数の関係主体が、以下

を含めた取組をしていくことが求められる。 
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(1) 新たな住民主体による健康長寿に向けたまちづくり 

地域住民が主体となり、「歩きたくなる、集まりたくなるまちづくり」を進め、①栄養

（口腔含む）②身体活動（運動・生活活動）③社会参加の三位一体の施策に取り組み、

住民同士がサポーターとなる仕組みの構築等、フレイル対策を含めた健康長寿に向けた

取組が必要である。 

 

(2) 住環境（住宅内外の環境）改善による高齢者の健康・生活支援 

① 高齢者が要介護状態となった後も住み慣れた地域で生活を継続できるよう、住環

境、交通、社会参加、就労および介護環境を総合的に整備する必要がある。特に、経済

的な余裕のない高齢者世帯の住宅の断熱改修対策を速やかに進める必要がある。 

② 安全で歩きやすい歩道と公園の整備、デジタル技術を活用した新たな移動支援、地域包括

ケアシステムの強化、高齢者の社会参加を促す近隣農地や就労の場の質的整備等を速や

かに進める必要がある。 

 

(3) データ活用と医療・健康DX（デジタルトランスフォーメーション） 

① データサイエンティストの配置と総合的な行動計画立案部署の設置 

自治体において関連するデータを突合・連結分析できる人材（データサイエンティ

スト）を配置し、自治体の状況を、根拠を持って総合的に評価した上で、行動計画を立

案することが必要である。また、地域の複数の関係主体を取りまとめ、政策実行を指示

し、指標に基づき進捗管理できる総合的な部署の設置が必要である。 

② 高齢者を見守り、ニーズに対応する仕組みの構築 

デジタル機器を活用し、本人の意思と尊厳を尊重しつつ、必要に応じた高齢者の見

守り支援体制を構築する必要がある。ウェアラブル端末を活用した見守りは早期兆候

把握と行動変容を促す有効な媒体である。 

③ DX（デジタルトランスフォーメーション）環境の整備 

地域施設を活用した「共用型デジタル支援拠点」の整備などによるデジタルデバイ

ド（デジタル技術への脆弱性）の克服、デジタルインクルージョン政策の推進、生成

AI 等の新規デジタル技術については、個人情報保護をはじめとした Ethical, Legal 

and Social Issues /Implications: ELSI（倫理的・法的・社会的課題/含意）への十

分な配慮と有効性検証を前提として段階的導入を検討する必要があるだろう。 

  

(4) 産官学民連携の推進  

産学民の起業の取組を自治体が支援することで、持続可能で多様な活動を各地域で起

こしていくことが必要とされる。その際、網羅的な視点として、AFCの８領域を軸に、住

民主体のフレイル予防とデータ駆動の政策、住環境・交通・就労の一体的整備を同時並

行で進めること、そして、行政の縦割りを超え、産官学民の共創と公平性指標に基づく

評価を徹底し、健康寿命の延伸にとどまらない、地域社会を支える主体として高齢住民

を位置づけ、「健康長寿」から「幸福長寿」への転換を支える地域づくりが求められる。 
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１ はじめに 

我が国は 1995 年に高齢社会対策基本法を制定し、高齢社会対策を総合的に推進し

ている。そして健康及び福祉の分野では、地域における保健及び医療並びに福祉の相

互の有機的な連携を図りつつ適正な医療保健サービス及び福祉サービスを総合的に提

供する体制の整備を図ること、適切な介護サービスを受けることができる基盤の整備

を推進することを基本的な施策としている。 

2022 年の厚生労働省の統計によると、日本人の平均寿命と健康寿命（健康上の問題

で日常生活が制限されることなく生活できる期間）の差は縮小傾向にはあるが、それ

でもなお、約９年から 12 年の差が生じており、最期まで健康で生き生きと過ごせる

期間を延伸することは多くの国民の願うところである。このため、国は健康寿命の延

伸、地域・性別・社会経済的背景等を含む健康格差の縮小、フレイル・認知症・生活

習慣病の予防、若年期からの健康づくりに向け、「健康日本 21（第三次）」や「スマ

ート・ライフ・プロジェクト」「日本健康会議の設置」等、継続的な取組を推進して

いるところである。 

その一方で、人口流出、少子化に伴う過疎化や高齢化の進行の影響を受け、地方に

おいては必要なサービス総量が不足する、また都市部においては経済的採算性が優先

されることにより、提供されるサービスの種類や配置に偏りが生じ、高齢期に利用で

きるサービスに差が生じる等の課題が起きている。これらを大局的な視点から解決し

ていくためには、コミュニティ単位での多様性、包摂性、結束性を尊重する総合的施

策としての世界保健機関（WHO）が提唱する「エイジ・フレンドリー・シティ（Age-

friendly Cities : AFC）」の枠組みを参照しつつ、自治体において包括的な枠組みを

構築し、①フレイル対策や住環境・交通環境・就労の整備に代表される健康寿命を延

伸させる具体的な施策を展開すること、②国や自治体が有する様々な住民データを活

用して科学的に対策を検討すること、が必須となる。また、③多世代が交流し、意見

を出し合ってまちづくりを推進する産官学民の協働が必須となる。 

 

２ 現状と課題 

(1) 我が国の高齢者人口構造の変化 

日本の総人口は 2010 年頃から減少基調に入っている。65 歳以上といった高齢者の

人口は「国勢調査」が始まった 1920 年には 294 万人であったが、その後ほぼ一貫し

て増加、2020 年には 3,602 万人に達し、総人口に占める高齢者人口の割合はこの間

5.3％から 28.6％に上昇した。今後の見通しでいえば、65 歳以上の人口は 2043 年に

は 3,953 万人となりピークを迎える[1]。この時、総人口に占める割合は 35.8％であ

るが、この構成比はその後の年少人口の減少に伴って上昇を続け、2070 年には 38.7％

に達すると推計されている。死亡率によって記述する生命表に基づけば、最も多くの

人が亡くなる年齢は、2020 年は男性 89 歳、女性 93 歳であるが、2070 年にはそれぞ

れ 92 歳と 96 歳に達すると想定されている[1]。 

高齢化率の上昇や長寿化は全国で起きているが、地方では高齢者の人口増加よりも
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地域の人口減少による生活基盤の維持可能性が問題化する。一方、関東の１都６県、

そして愛知県、兵庫県、福岡県、沖縄県では、2020 年を 100 とした 65 歳以上の人口

が 2050 年には 130 を超える等、高齢者の人口増という大きな時代を迎える[2]。ただ

し、こうした人口の変化は、高齢者の健康、生活環境がどのように変わるかによって

評価が変わる。2040 年代を目前に、高齢者の生活にどのような課題があり、どのよう

な改善の選択肢があるのかを理解し、早急に取り組むことが急務となっている[1, 2]。 

 

(2) 高齢期の生活環境における地域差とその課題 

我が国では高齢期における孤立と社会参加不足が顕著であり、都市部において単

身世帯は３割を超え、ボランティア活動の経験者の割合は 60 歳以上で 20％程度にと

どまるなど[3] 、ソーシャルキャピタル（地域のつながり）の低下が課題となってい

る。一方で、過疎地では医療・介護資源へのアクセス困難性や、交通手段の制約に

よる社会参加の難しさといった支援サービス総量の不足が課題である。食料アクセ

ス難や孤食に伴う低栄養リスクに加え、若年層流出による就労者の不足、地域コミ

ュニティの維持の困難さがあり、都市部と同様に孤立が進行している。 

こうした孤立と社会参加不足は、運動不足や閉じこもりを招き、フレイルの進行

と関連することが示されている[4, 5]。さらに、都道府県別調査から、在宅時居間

平均室温の差といった地域によって生じる住環境の差や断熱不足による冬季のヒー

トショック、熱中症リスクの影響があることが明らかになった[6]。 

 

(3) 高齢者の社会経済的要因から起こる課題 

低所得地域に居住する高齢者では、全死亡リスクの上昇および健康寿命の短縮との

関連が報告されており[7-9]、地域の所得格差は医療アクセスの差異をもたらし、健

康格差をさらに拡大させる要因となっている[7]。救命救急センターに搬送される高

齢者は年々増加しており[10]、救急搬送例の多くは外傷よりも肺炎や心機能の悪化と

いった健康管理や慢性疾患管理の不十分さに起因すると考えられ、経済的困窮や社会

的孤立、家族/介護者の不在や支援不足などの社会経済的要因との関連が指摘されて

いる。特に入院や救急対応を要しない搬送例にその傾向が強く表れている[11, 12]。 

市区町村単位で高齢者救急搬送率を分析した研究では、高齢者単身世帯割合や生活

保護世帯割合が高い地域、医療費水準が相対的に低い地域で搬送率が高い傾向が示さ

れている[13, 14]。低所得者は受診を控え遅らせる傾向があり、外来受診が少ない一

方で入院利用が多く、結果として高額医療費につながることが指摘されている[15, 

16]。また経済的困窮は住宅の温熱・衛生環境の悪化を招き，これが健康状態の悪化

を介して高齢者の入院や救急搬送の増加につながることも指摘されている[17, 18]。 

以上より、低所得地域、地域のつながりや家族の支援力が脆弱な環境では適切な住

居・生活環境の維持が困難であり、継続的な医療・介護サービスへのアクセスが制約

される状況がある。その結果、地域で支えるべき生活課題が、救急搬送や入院という

形で代替的に対応されている事例が一定程度存在する可能性が示唆される。 
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３ 世界における展開 

ヨーロッパ諸国やアジア諸国においても高齢化や人口減少に直面しており、各国で

対策が進められている。WHOは、2010年にエイジ・フレンドリー・シティ・ネットワ

ークを設立し[19]、世界的な人口の高齢化と急速な都市化への対応として、高齢者の

地域生活への参画を促進し、健康で活発な高齢化を促進するための産官学民共同によ

る地域レベルでの行動/政策化に焦点を当てている。 

AFCグローバルネットワークには現在（2025年12月時点）、57か国1,739都市とコミ

ュニティが参加し[20] 、参加都市・コミュニティの知識や経験、成果の情報交換と

共有を行っている。各都市では、AFCを目指す政策目標が設定され次第、住民のニー

ズと分野横断の地域資源の調査を実施し、計画を策定し、事業を実施し、実施状況の

評価を行うという、４つの段階を繰り返す。調査の実施、政策形成、評価には行政関

係者だけでなく、事業者、高齢者を含む市民、民間団体等が参加することが推奨され

ている。都市ごとの進捗状況や特長はデータベースで確認することができる [20]。 

グローバルネットワークに加え、国や地域単位で都市やコミュニティのネットワー

ク形成を通じて、当該国や地域におけるAFCが活性化される例が多い。コミュニティ

や都市の熱心な活動とグローバルネットワーク参加から地域や国の規模のネットワ

ーク組織が形成されて、AFCを推進する。その代表例は、ポルトガルやブラジルのパ

ラナ州などに見られる。国や地方自治体の規模の組織がAFCの推進を主導して多くの

コミュニティの参加に波及した例は、チリ、スロベニア、アラブ首長国連邦のシャー

ルジャ首長国などに見られる。全国規模の組織が主導する米国のネットワークには多

くの自治体が参加し[21] 、AFC展開の進捗評価、雇用や社会参加事業や、住宅や地域

の安全な居住環境整備を通じた地域の公平性推進の事業等 [22]を支援している。都

市やコミュニティ主導と、全国規模の組織主導の両方のアプローチを通じてネットワ

ークを形成しているノルウェーや英国の例もある。 

高齢者の健康・社会参加の促進という面では、多面的な虚弱性を含んだフレイルの

概念が打ち出され、特に介護予防において、先進諸国では新しい包括的な取組が推進

されている。住民同士が支え合う取組を広く進める「ポピュレーションアプローチ」

と同時に、重複したリスク保有者に対して重点的な支援を行う「ハイリスクアプロー

チ」等、両者のバランスの取れたシステムが強化されつつある。 

住環境の改善に関しては、WHOが2018年11月に公表した「住まいと健康に関するガ

イドライン」において、住まいの冬季最低室温18℃以上、新築・改修時の断熱工事、

夏季室内熱中症対策の推進と調査研究の継続を各国に勧告し、我が国においても住宅

政策、健康政策に反映されつつある[23]。 

データを活用した施策については、米国を始め、中国やヨーロッパ諸国において、

生活関連の諸データとヘルスケア関連のデータを連結させたビッグデータを用い、

Data-drivenの政策立案が推し進められている。我が国においても、データヘルス改

革の中でのマイナンバーカードと保健医療データとの連結が推進されている。 
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４ エイジ・フレンドリー・シティ（AFC） 

地域の包括的な取組として世界各地で実践されている AFC の概念と評価項目、AFC

の枠組みによる我が国における展開を分析する。 

 

(1) アクティブ・エイジングからエイジ・フレンドリーな環境 

高齢者の社会参加、健康、安全を優先する「アクティブ・エイジング」の考え方が

1990 年代頃から広がり[24]、2002 年のアクティブ・エイジング政策枠組み[25]の提

唱を経て、都市単位で総合政策的な取組を推進するWHOのAFCの議論に発展した[26]。

日本語では「高齢者に優しい都市」と呼ばれるが[27]、あらゆる年齢や能力を備えた

人々の健康推進を支え、多様性、包摂性、結束性を尊重してデザインされた都市と認

識される。各都市で住民参画を基本に行動計画を策定し、具体的な事業等を展開しエ

イジ・フレンドリーな環境づくりに取り組むことが、実践的な展開手法として推奨さ

れている。物理的な環境の整備と社会的な環境の整備の双方を必要とし、さらに、取

組の成果を人々が公平に享受できることも重視されている。 

AFC は、大きな都市の単位ばかりでなく更に小さな地域単位、つまり「コミュニテ

ィ」の単位での環境整備の積み重ねでもある[19]。この取組の特長は、一人一人への

アプローチというより、都市やコミュニティの環境を整えることにあり、「エイジ・

フレンドリーな環境」の創出として展開されている1 [19] 。 

 

(2) AFC を支える環境の要素 

WHOが 2007年に出版したAFCの指針[26]に

は、環境整備として「８つの領域」が特定さ

れ、領域ごとに備えるべき特徴とそれを点検

するためのチェックリストが示され、世界各

地での展開に活用されている[28]（図１）。 

 例えば屋外空間と建物について、AFC が考

慮すべき要素として、心地よく清潔な環境、

緑地、休憩場所、都市の安全、道路、建物、

公衆トイレ、サービス等である。 

AFC ネットワークに参加した都市やコミ

ュニティは、８つの領域を踏まえて行動計

画を策定して事業を実施し、５年を単位に

経緯と成果を評価した上で継続的に取組を

改善し、AFC を目指している。この AFC のグローバルネットワークの取組は、アクテ

ィブ・エイジングに価値を置く健康都市政策の一つとしても広く取り入れられた[29]。 

 
1 2007 年、AFC の概念が提案された。その後、AFC における「city」は、さらに小さな地域単位、つまり

「community」の単位での環境整備の積み重ねでもあることから、2010 年に発足した WHO のネットワークでは、

「Age-friendly Cities and Communities」を使っている。 

図１ エイジ・フレンドリー・シティ 

８つの主要ドメイン（出典 World Health 

Organization 2023[28]日本語訳筆者追加） 
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(3) 評価指標 

８領域ごとのチェックリストが活用されることと並行し、公平性の指標、環境の指

標、インパクトの指標に分類されたコア指標が開発されている[30-33]。 

公平性の指標では、特定の指標について、国全体の指標値と当該都市の指標値の比、

都市内の地区や性別、社会階層等、異なる群間の差または比が候補である。環境の指

標では、物的環境条件の評価指標として、近隣の歩行しやすさ、公共のスペースや建

物へのアクセスしやすさ、公共交通機関の利用しやすさ、停留所や駅へのアクセスし

やすさ、手頃な価格で入手可能な住宅が列挙されている。高齢者を包摂する社会環境

であるかを評価する指標として、社会全体の高齢者に対する肯定的な姿勢、高齢者の

ボランティア活動参加、高齢者の雇用、高齢者の社会・文化活動への参加、高齢者の

地域の意思決定への参加、健康情報へのアクセス、高齢者への保健・社会・福祉サー

ビスへのアクセス、高齢者の経済的安定が列挙されている。インパクトの指標には、

健康寿命や QOL（Quality of Life：生活の質）の指標が候補指標としてある。 

チェックリスト及びコア指標では、評価すべき要素が記載されており、どの国でも

共通に取得可能な数値指標を示しているわけではない。行政の業務統計に基づくデー

タ、独立した調査に基づくデータ、新たに実施する調査により得られるデータを用い

て具体的な評価指標を定めることが必須となる。我が国の行政が指標の設定に取り組

む場合、一つの部署が管轄する数値指標やデータだけでなく、複数の部署が管轄する

指標やデータを組み合わせる必要がある。既存の数値指標だけでなく、新たな個別評

価が必要な場合もある。 

 

(4) 我が国における展開 

我が国からも、AFC グローバルネットワークに参加して、世界の都市と情報共有を

行いながら事業を展開している都市がある[34]。秋田県秋田市が 2011 年、兵庫県宝

塚市が 2015 年、神奈川県と神奈川県内の 22 市町が 2017 年から 2019 年に加わり、地

域の特性を踏まえたまちづくり、コミュニティづくりが展開されている[35, 36]。 

 

① 神奈川県のヘルスケア・ニューフロンティア政策と AFC の取組 

神奈川県では、心身の状態を健康と病気の二分論の概念で捉えるのではなく、「健

康」と「病気」の間を連続的に変化するものとして捉え、この全ての変化の過程を

表す概念を「未病」とする未病コンセプトを推進している[37]。このコンセプトの

もと、「食・運動・社会参加」の３つを柱に、個人の行動変容を通じて心身全体をよ

り健康な状態に近づけていく「未病改善」に取り組めるよう、市町村や企業等と連

携しながら、様々な取組を推進している。 

この「未病改善」と「最先端医療・最新技術の追求」という２つのアプローチを

融合するヘルスケア・ニューフロンティア政策において、健康寿命の延伸と、新た

な市場・産業の創出を目指し、さらに海外の政府機関や大学等とのネットワークの

構築を進めている。 
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こうした連携の中、神奈川県は、WHO の AFC グローバルネットワークに、参加市

町の活動をサポートする提携機関（アフィリエイト）として参加している。神奈川

県では 33 市町村中 22 市町が WHO の AFC グローバルネットワークに参加し、高齢者

保健福祉計画等に基づき、WHO が提唱する８つの領域を参考に行動計画を策定して

いる。県はアフィリエイトとして参加自治体間の情報共有や、高齢者に優しい地域

づくりを支援する役割を担う。各自治体と WHO との連絡調整に係る言語面での支援

に加え、WHO のホームページや WHO と連携したセミナー等での自治体の取組紹介や

海外への情報発信支援、海外からの視察や研修の受入れサポート等を行っている。

このほか、自治体が保有する高齢者の医療や介護関係のデータ分析を通じた健康課

題の明確化や対策の検討のサポート等をしてきた。 

実践的事例としては、神奈川県小田原市を拠点に、シニア世代の居場所や活動の

場を提供している民間団体「シニアネットワークおだわら＆あしがら」（社会参加）

の取組や、高齢者の買物困難の課題解決に向けて、行政・町民・民間事業者が連携

し、町民同士の交流の場にもなっている移動スーパー「くるまつくん」（交通機関）

の取組等があり、こうした県内参加自治体の行動計画や具体的な取組事例は、県の

ホームページに掲載されている[38]。 

 

② 神奈川県鎌倉市における産官学民連携による実践 

鎌倉市では産官学民（企業、市役所、東京大学、住民）が共創する『長寿社会の

まちづくり：鎌倉リビングラボ』が進む[39]。まず地域住民の視点から課題や実現

したい夢を抽出し、産官学民メンバーで解決策のアイディア出し、プロトタイプの

試行、住民が実生活の場で使ってみるテストと評価を重ねて改善し、完成品を市場

へ送り出す。具体的には、でこぼこ坂道や段差があっても走るモビリティ（交通）、

在宅ワークを可能にする取組（住宅、市民参加と仕事）、荒れた公園を多機能なコ

ミュニティ拠点に変えるモバイルパーク（屋外空間）、独居高齢者が望んだ相棒と

してのソーシャルロボットや自分を見守るウェラブルセンサー（コミュニティ支援）

等に取り組んできた。その過程で主体性を身に付けた住民が自らシャッターの下り

た商店街にクラウドファンディングで魚屋や八百屋を開店、移動販売も（市民参加、

仕事、コミュニティ支援）、空き家を活用した小規模多機能サービス（住宅、コミュ

ニティ支援）、働く認知症デイサービス（社会的包摂性、仕事）、住民による自然保

護活動やコミュニティの畑で収穫した大豆での味噌づくり（社会参加）等を行って

きた。 

 

③ 広島県呉市島しょ部における民間主導型持続可能なまちづくりの実践 

WHO のグローバルネットワークには参加していないが、他の地域におけるまちづ

くりも参考になる。広島県呉市では、一般社団法人が中心となってプロジェクトを

立ち上げ、自治体や大学と連携するモデルを展開している[40]。呉市島しょ部・大

崎下島（人口約 5,000 人、高齢化率 67％）では、特に展開地区において人口約 300
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人、高齢化率 70％超という深刻な過疎・高齢化の状況に直面している。 

多くの高齢者が農業を通じて「生涯現役」を実践している地域において、この法

人は、「自分の力で、自分の家で生き抜く」「健康寿命を延伸し介護のない生活をつ

くる」「家族が責任を持つ介護から、コミュニティで支えるケアへ」の理念の下、地

域の活性化を目指す。具体的には、「介護＋農業＋学び」を柱とし、テクノロジーを

活用した持続可能な事業展開を行い、若い世代の参画を促進することで、多様な年

代層の共生を図っている。 

地域の人口減少・高齢化という不可逆的な課題に対しては、「多拠点生活」とい

う新たなライフスタイルを提案し、都市部と現地を行き来しながら生活する人々の

ための拠点づくりを進める。これにより、移住によらず地域との関わりを持つこと

が可能となり、人口の概念も「年間居住期間に応じた人口計算（例：東京都民とし

て 0.5 人、呉市民として 0.5 人）」という柔軟な考え方を提案している。将来的に

は、島内に分散している人口を徐々に集約し、「コンパクトシティ」構想を推進す

る予定である。「ここにいた方が安全だ」と思える地域づくりを目指し、安心して

暮らせる未来のまちづくりを目指す。 

これらの取組は、民間の活力を最大限に活かしながら、自治体（官）と大学（学）

が共同する仕組みである。自治体が民間を支援する体制を整えることで、持続可能

な地域包括ケアの実現に向けた新たなモデルとして注目される。 

この地域の課題解決に向けた取組を AFC の８つの主要領域に整理してみると、以

下のようになる。 

 

AFC の８つの主要領域に重なる事業展開 

ア コミュニティ支援と医療サービス：訪問看護ステーション（会社）を設立

したことで看護師がこの地域に移住。高齢者たちの地域相互扶助環境を専

門的立場から支援。また、地域住民の集まれる場所「食堂」を設置し、孤

食を減らし、買物に困らないように食からサポートすることで高齢者のウ

ェルビーイングを支援 

イ 屋外空間と建物：遊び＝学びの場として、オープンスペース学舎を開設。子

どもから高齢者までいつでも利用できるオープンスペースとして、放課後こ

ども教室、コミュニティランチや健康教室、音楽会などを開催し高齢者が培

ってきた様々なノウハウを若い世代に伝える、生き甲斐コミュニケーション

の場を創出 

ウ 交通：瀬戸内海、島という地域特色をより身近に取り戻すべく、高齢者にも

優しく、行動範囲を拡げる海上モビリティ（船）の機能の更新を行っている。

船を走らすためのガソリンから自然エネルギーへの変換、自動操縦テクノロ

ジーなどの研究 

エ 住宅：地域に残る空き家を改修し、多拠点生活者の宿泊施設を開設。また独

居高齢者が看護師や若者等と居住する住居を計画中 
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オ 社会参加：やりたいことの事業化・起業を支援。現在、訪問看護事業所、ソ

フトウェア開発会社、ケーキ屋等を起業 

カ 市民参加と仕事：耕作放棄農地の増加に対して、都市からのボランティアを

誘導し、柑橘畑の再生や収穫等の手伝い等を実施。将来的に柑橘農家となる

人材の育成や農業ファームの起業などを地域の柑橘栽培技術を持つ高齢者の

助けを借り推進。雇用促進に加えて複業など多様な働き方も提案 

キ コミュニケーションと情報：食堂や学びの場において、多世代が交流し従来

の地域の限られた仲間だけでない新たなコミュニケーションを創出。また高

齢者のインターネット環境を若者が支援 

ク 尊敬と社会的包摂：ダイバーシティ（多様性）を目指し外国人も含め多様な

人々が楽しく安心して過ごせる地域の共有基盤を形成。市場価値や効率だけ

ではない、尊敬と信頼に基づく地域循環型社会を志向し、様々な試みを実践 

 

④ 奈良県天川村における中山間地域・過疎地の医療・福祉連携の革新的実践 

奈良県天川村は、人口約 1,200 人、高齢化率

約 51％という中山間地域の過疎地である。地理

的な制約や人材不足により、必要な医療・介護

サービスが十分に行き届かない状況が続いてい

た。こうした課題に対し、天川村では「地域お

こし協力隊」として、介護福祉士の資格と経験

を有した臨床経験が豊富な看護師を採用する先

進的な取組を行った。この看護師は、「地域お

こし協力隊」の任期終了後に独立し、一般社団

法人を設立している。従来の「看護師は特定の

医療機関に専従で雇用される」という働き方か

ら脱却し、「越境型看護師」として、住民や医

療・介護サービスのニーズに応じて、複数のサービス機関と連携しながら分散型

でサービスを提供する新しい働き方を実践している（図２）。  

さらに、看護師自身が「中間支援者（コーディネーター）」として、医療・介護専

門職・複数の事業所をつなぎ、地域住民の希望に沿ったサービスの再構築を行う。  

多職種によるケアの再構築を通じて、利用者の希望に沿った柔軟な支援体制を構築

することは、利用者の自立の促進にもつながる。この看護師は、医療・福祉分野に

加え、地場産業である観光業や林業の振興にも積極的に関与する。「林業×医療・

福祉」の国際・国内ワークショップの企画や、大学生インターンシップの受入れな

どを通じて、多世代・多分野交流を促進している。また、「観光×福祉・看護」の越

境実践として、看護職が観光現場に入り、地域課題（人材不足、空き家、つながり

の希薄化）の解決にも取り組む。これらの活動を通じて、暮らし・観光・福祉をつ

なぐ“共創の場”の創出と、地域に根ざす持続可能な支援体制の構築を目指す。 

図２ 人口減少地域に対応した 
ヘルスケアケア人材の働き方 
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５ 住民主体による幸福長寿に向けた新たなまちづくり 

(1) 幸福長寿社会の実現に向けた対策と課題 

ここまで健康長寿社会の実現に向けた AFC の産官学民の取組を紹介してきたが、今

まで以上に住民の幸福や生きがいを重視した形に成長させていく必要がある。すなわ

ち、国民が健康で生きがいを感じ、幸福な長寿を享受できる新たなまちづくりの実現

が急務となっている。これまでの活動は、行政が保健施策やサービスを考案し、住民

に対して一方向で提供する「高齢者がサービスの受給者」という建付けが圧倒的に多

かった。しかし、今後は高齢者自身が地域社会活動や経済活動を生み出し、自らが担

い手となって主体的に地域運営ができるようなコミュニティの実現が求められる。そ

のためには、行政側及び住民側双方の意識の改革が重要となる。 

高齢者の社会参加を阻害する一つの要因として、身体の脆弱性や機能低下を示す

「フレイル」の概念がある。フレイルには多面性があり、これらが様々な負の連鎖を

起こし、自立度の低下を加速していく。その負の連鎖を早期の段階で断ち切るために、

医療専門職者のアプローチだけではなく、住民自身がフレイル予防の重要性に気づき

合い、新たな自助・互助の活動として地域づくりに貢献できるような地域基盤が求め

られる。 

 

(2) フレイル概念とサルコペニア対策も含めた予防の重要点 

フレイルは加齢に伴う機能低下を基盤とし、多様に出現する機能障害に対する脆弱

性が増加した状態である一方、適切な介入によってその予防や自立への回復が可能な

状態である[41]。また、フレイルは身体機能の衰えだけでなく、うつ傾向等の精神心

理的要因や、孤立、孤食、独居、地域とのつながりの低下等の社会的な要因等、多面

的な要因を含んでいるため、包括的なアプローチが重要である[42]。フレイル状態の

根底をなすサルコペニア（筋肉減弱）という大きな問題もあり、自立度の低下も含め

様々な負の現象を引き起こす。これをいかに住民相互に意識してもらい、自分事化す

るよう促すことができるのかが重要である。 

フレイル予防の３つの柱は、「①栄養（食事・口腔機能）」「②身体活動（運動、

非運動性活動である生活活動）」「③社会参加（就労、社会貢献、余暇活動、ボラン

テイア等）も含めた人とのつながり」に集約でき、それらを三位一体として包括的に

底上げし、より早い時期からのサルコペニア予防・フレイル予防につなげることが強

く求められる[43, 44]。 

 

(3) 住民主体フレイル予防活動を軸とした地域づくり：展開の実際 

住民の積極的参加を促す一例として、地域住民主体のフレイル予防活動を通じた、

新たな自助・互助の地域基盤構築の取組を示す。主に高齢の地域住民が養成研修を受

けてフレイルサポーターとなり、栄養（食事・口腔機能）、身体活動・身体機能、さ

らには社会参加を含む社会的側面など、多面的な視点からフレイルのさまざまな兆候
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を住民同士で確認する「フレイルチ

ェック」プログラムである[45]。こ

の活動は、専門職が前面に立つので

はなく、高齢の住民サポーターが同

世代の視点から参加住民とともに

測定や対話を行い、互いに気づき合

い、高め合うことを特徴とする。さ

らに、住民フレイルサポーターを支

援するフレイルトレーナー（地域の

現役専門職）と、介護予防事業等を担当する行政職員が加わり、住民・専門職・行政

の三者の協働により、住民主体のフレイル予防活動が展開されている。（図３）。活

動の場は、介護予防センターのような固定的な施設に限定されるものではなく、地域

の通いの場や公民館等を活用するとともに、空き家活用の機会も作る。また、全国の

フレイルサポーター、フレイルトレーナー、行政担当者が共通のユニフォーム（黄緑

色のシャツ）を着用することにより、活動理念や目標の共有を図る。さらに、オンラ

イン機能を活用して各地域の取組状況や成果、課題等に関する情報共有を継続的に行

うことで、地域間の相互学習と連携を促進し、フレイル予防活動の質の向上と全国的

な展開を支えている。 

この住民主体フレイル予防活動は、全国フレイルサポーター連絡会連合会を核とし

て活動基盤が構築されている[45]。現在、住民フレイルサポーターの活動には、疾病

や障害を有する高齢住民も参画しており、健康状態にかかわらず住民支援の担い手と

して活躍している。この活動は、健常な高齢者のみならず要介護リスクを有する高齢

住民の参加も促しており、フレイルトレーナーや行政専門職との連携のもと、介護予

防と社会参加を一体的に推進する持続可能な仕組みとして機能している。 

フレイルサポーター活動は、単なる質問票調査や身体機能測定によるフレイル状態

の把握にとどまらず、住民とともにフレイルの概念や予防の重要性を学びながら、相

互交流を通じて主体的な健康づくりの機会を提供している。こうした活動は、地域貢

献を通じた生きがいや住民間の連帯感を高めるとともに、住民同士が支え合いながら

健康行動を促進するポピュレーションアプローチとして機能している[45] 。さらに、

モデル自治体における検証では、本活動への参加者は非参加者と比較して介護給付費

の抑制効果が示されており、住民主体の活動の有効性が明らかになりつつある。    

このフレイル予防活動を通して、「健康長寿から幸福長寿への転換」を支える地域

づくりを目指す。本見解でいう「幸福長寿」とは、健康寿命の延伸にとどまらない、

高齢者が主体性・生きがい・社会的つながり・地域参加を維持しながら、自ら望む生

活を継続できる状態を意味する。高齢者が輝く場を創出することは、未来への希望を

生み出し、地域コミュニティ全体が一体となって困難に立ち向かう力強い基盤を築く

ものである。そして、高齢者も「地域社会の支え手」となれる新しい社会システムを

追い求める必要がある[46]。  

図３ 自治体と地域住民との連携体制の構築 
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６ 住環境・交通・市民参加と就労・雇用の場の整備による高齢者の健康・生活支援 

要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続ける

ためには、住まいの環境（住環境）が良好であることが求められている。WHO の AFC の

重要な領域にもなっている。 

 

(1) 高齢者の住宅内環境整備 

住環境と高齢者の健康問題は関連が深い。WHO は、住環境と健康に関する世界各国

のエビデンスにより、「住まいと健康に関するガイドライン（WHO Housing and Health 

Guidelines）」を 2018 年 11 月に公表した。住まいの冬季最低室温を 18℃以上とする

こと、住まいの新築時・改修時の断熱工事、夏季室内熱中症対策、室内空気質対策等

を各国に勧告した[23]。このガイドラインは持続可能な開発目標（SDGs）のゴール３

（健康・福祉）とゴール 11（まちづくり）の達成に寄与するものと位置付けられる。 

我が国では、『健康日本 21（第三次）（2023 年５月告示）』[47]において「建築・住

宅等の分野における取組と積極的に連携することが必要」が追記され、厚生労働省の

『健康づくりサポートネット』[48]にも 2024 年１月から「室温と高血圧、睡眠の関

係」の項に、居間、寝室、脱衣所、トイレ等の室温チェックシートが紹介されるよう

になった。さらには、新たな『住生活基本計画（全国計画）（2024 年３月閣議決定）』

には、人生 100 年時代の持続可能な住生活を支える基盤を再構築する政策の方向性が

示された[49]。それらに参照される研究が、国土交通省が厚生労働省と連携して 2014

年度から実施している「住宅の断熱化と居住者の健康への影響に関する全国調査」[6]

である。全国２千世帯・４千人規模の住環境と家庭血圧、身体活動量、血中脂質、心

電図等の測定調査が行われ、これらのエビデンスに基づいて、既存住宅の断熱改修が

推進され、国・自治体からの補助金制度が整備された。 

しかしながら、老朽化した持ち家あるいは借家の住宅内環境は十分ではなく、そこ

に住む経済的にゆとりのない高齢者世帯への健康対策が課題となっている。冬季の過

度な寒冷や夏季の高温、さらにカビ・ダニの発生など不衛生な居住環境を改善するた

め、既存住宅の断熱改修等を一層推進する必要がある。 

 

(2) 歩行環境・交通の整備 

温暖な気候を有する日本では、歩きやすい道路や公園、公共交通機関など、建築・

都市環境を充実させることで、人々の身体活動量をさらに高める可能性がある[50]。

近年では、地形や属性ごとに健康性と環境についてのより詳細な対応関係の研究が進

められている。丘陵地域ではフレイル予防の可能性が高いこと[51]、歩行者の安全性

の高い環境においては中高年者の歩数が多いこと[52]、遊歩道の整備等が高齢期の女

性の歩数を増加させること[53]などが報告されている。しかし、ここ 10 年では高齢

者の運動習慣の変化はそれほどないにもかかわらず、日本全体での歩数の平均値は有

意に低下していることや、高齢者、特に高齢女性の歩数平均値は少ないなどから[4]、

利用者の行動の特徴と地域の構造を合わせて検討を行い、交通安全性の高い日常生活
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環境の整備が必要となる。また、いわゆるウォーカブル・シティ（歩いて移動しやす

いまちづくり）の取組は都市地域で見られ、街路の整備に注目が集まりがちだが、歩

く行動は友人やコミュニティとのふれあいやまちづくり参画の活性に密接にかかわ

っている可能性も高く[54]、AFC が都市の経済成長のための戦略であるという視点も

重要であろう。 

移動手段の確保は、高齢者の社会参加、生活機能の維持を支える基盤として重要で

ある。2020 年 11 月に「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」が改正され、

自治体には地域の実情に応じて、多様な輸送資源を総動員する取組等を推進し、持続

可能な地域旅客運送サービスを提供する体制の構築が求められる。「共創・Maas2 実

証プロジェクト」[55] に示されているように、医療、介護、福祉、商業、農業と連

携し、AI や自動運転等のデジタルトランスフォーメーション（DX）3 を含んだ、高齢

期の移動手段の社会実装が進んでいる。 

 

(3) 高齢者のつながり・就労・活動の場 

ソーシャルキャピタル4（地域のつながり）が健康維持に果たす重要性が認識され、

住環境や活動の場との対応についても、高齢者の生活の活動範囲の維持拡大[56]、多

世代交流が促進される環境づくり[57]なども提案されている。また、ソーシャルキャ

ピタルの増進が介護リスクを減らすといった知見もあることから[58]、積極的に整備

を進める必要がある。高齢期の就労活動についても、健康や生きがいの面から高齢者

の暮らし方の重要な要素となることから、自治体等でも機会拡大の取組が進められ

[59]、今後も増加することが予想される。しかしながら、高齢期の住環境や就労の場

と心身状況との相関については、実態調査や検証は不足しており、今後、更なる研究

や検討が必要である。 

 

(4) 高齢者施設の利用者の特徴と地域・環境での対応 

要介護者数の増加に伴い、高齢者施設・障害者施設等の生活系施設において、利用

者の重度化への対応が重要な課題として顕在化している。サービス付き高齢者住宅は

比較的健康な高齢者が入居する想定の住居形態だったが、実態調査によると、入居者

の重度化後の転居先となる高齢者施設が不足している。入居者の重度化後、重度認知

症対応や、看取り対応ができる場所・設備がサービス付き高齢者向け住宅に備わって

いる場合には転居せず住み続けられることなどが報告されており[60-62]、今後の高

齢化の進展を踏まえて、ケア体制や受入れ施設の検討が必要であろう。 

認知症高齢者が暮らしやすいデザインとして、ヨーロッパでは認知症ビレッジの建

設等の取組がある[63]。「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」に基づい

 
2 Mobility as a Service。複数の交通手段をデジタルでつなぎ、移動の検索・予約・決済を一体化する仕組み。 
3 デジタル技術を活用した社会・組織・業務・サービスの変革。 
4 地域住民同士のつながりや信頼関係、助け合いの仕組みを通じて、人々の健康や生活の質、地域の持続可能性を

支える社会的基盤。 
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て、我が国の地域に合った環境整備を進める上での研究・調査を推進させる必要があ

る。特に、地域包括支援センターを中心とする地域でのケアを念頭とした仕組みづく

りの中で、重度者に対して、建築・都市環境をどのように対応させるかは課題となる。 

また、都市市街地の新しい土地利用が高齢者施設の活動とともに試みられ、一定の

成果を見せている。特に大都市圏では都市農地、ときには公式には農地とされない空

地の農業利用等が既に広まり始めている[64]。地価高騰の趨勢の中ではこうした都市

農地の拡がりを促進することは難しく、土地利用を不動産動向に任せずに、従来の都

市農地・公園緑地政策を超えた、都市のみどりの拡張を重視する施策が必要である。 
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７ 関連データの活用によるデジタルトランスフォーメーション（DX）と政策立案 

(1) エビデンスに基づいた高齢者の健康・生活に関する政策立案 

AFC では、データを用いて評価、政策立案を行い、実行することの重要性が指摘さ

れている。国は 2015 年、「日本再興戦略」の一環として、健康寿命の延伸と医療費

適正化を目指す取組である「データヘルス計画」を医療保険者に義務化した[65]。デ

ータヘルス計画とは、医療保険者がレセプト（診療報酬明細書）や健診データ等の情

報を分析し、加入者の健康保持・増進を目的とした保健事業を効果的・効率的に実施

するための計画と実施である。国は更にこれを推し進め、健康・医療・介護のビッグ

データ分析・活用に向けプラットフォームを構築した上で、保険者がガバナンスの利

いた主体的な保険運営が図れるよう機能を強化し、実効的なデータヘルスの推進を

図ることで、国民が予防・健康管理・重症化予防に向けた効果的なサポートを受けら

れる環境を整備する「データヘルス改革」を推進している[66]。推進する医療デジタ

ルトランスフォメーション（医療 DX）では、マイナンバーカードの利用を前提とし

て、2030 年に向けて「全国医療情報プラットフォーム」の仕組みの一つである電子

カルテ情報共有サービスを用いた情報共有化が進められる。このプラットフォーム

は医療機関で利用する医療情報基盤に加え介護情報基盤及び行政・自治体情報基盤

からなり、これらの情報を用いることによって社会保障の改革に関わる構想も議論

されている。 

 

① 自治体/医療保険者の有するデータを用いた政策立案 

自治体／医療保険者レベルにおける、医療 DX の推進による社会保障改革の具体

的な政策推進の方向を検討する。その際、近年のレセプト解析の傾向を読み解くこ

とを通じて、実効的な方策を探る。 

レセプト解析においては、医療 DX の推進に合わせ、各都道府県の国保連合会や

後期高齢者広域連合への研究申請によって、個人情報の匿名化等により大容量のデ

ータ群が利用できる環境が整備されつつある。多くは診療報酬点数の地域的集計や

特定疾患に関する集計により、将来的な社会保障費の削減に向けた政策立案に資す

る解析が行われている[67]。これらの解析は、政策立案に向けた大きな舵取りには

なるが、地域の具体的な課題解決に向けた指針に乏しいことも指摘されている。 

一方で、自治体/医療保険者等が、大学や企業と連携し、保健医療の専門家だけ

ではなく、融合領域の分析結果を概観することで、データに基づいたヘルスケア等

の政策立案が可能となる。都市解析（空間情報科学）分野は、地理情報や人の動き

方のデータといった大容量のデータ群を一律に分析し、行動科学の数理モデルや経

済モデルとの適合度や現象の解析を行う分野である。人文地理、都市経済学、オペ

レーションズ・リサーチ等の融合領域に位置する。これらの分野でのレセプト解析

は、人口、世帯数、就業者数等、自治体が保有する計測データの可視化や、地図情

報から得られる公的サービス機関や医療・介護事業所、スーパー等へのアクセス

（アクセシビリティ）に併せて、医療・介護レセプト情報から得られる各医療・介
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護サービスの利用状況を突合することにより、都市の様相を可視化している。これ

らの可視化データ群から、サービスの過不足、介護等に関わる人的資源の将来予測

等を評価可能としている。これらを地域/生活圏域ごとに分析することで、過疎・

人口減少の中でも、都市部／地方部の維持／増強／撤退といった医療・介護サービ

スの具体的な誘導方策を導くことを目指している。都市／地方／市街地辺縁／過疎

地等では、民間誘導のサービス展開、公的なサービス展開が異なる。単純な診療報

酬点数の多寡で判断するのではなく、人々が暮らす地理的な情報を組み入れること

で、地域性を有する課題解決に向けた政策立案を目指すことが可能となる。  

 

② 地域情報の可視化と診療情報明細書の解析 

具体的な分析例として、まず、医科レセプトデータを用いた、かかりつけ医の立

地と機能的特徴に関する研究[68]を用いて説明を行う。栃木県の後期高齢医科レセ

プトの2017年１月分、再診料・外来診療料が算定されたレセプトを対象とし、診療

所を利用した2,419,850件を分析対象データとした分析結果である。図４には、か

かりつけ医機能認定施設から80％利用距離帯（患者カバー圏域）と高齢者人口分布、

無認定施設（948 施設）のうち認定施設の患者カバー圏域外に位置する59 施設（抽

出した無認定施設）を示す。またかかりつけ医機能認定施設（93施設）／患者カバ

ー圏域外の無認定施設（59施設）／無認定施設（899施設）の特徴を、「標榜診療

科」「ICD-10（国際疾病分類 第10版）」の観点から分析した結果を図５に示す。

抽出した無認定施設は認定施設と同様にICD-10 種類数が多い施設を含み、かかり

つけ医がカバーできていない地域の日常的な医療を支えている施設と考えられる。 

(図出典：佐藤栄治ら. 日本建築学会計画系論文集. 2026;91(839):102-8 [68] ) 

 

本分析から、認定施設は医師が２人以上の施設の割合が高く、医師１人当たり

のレセプト件数も多いことがわかる。一方、“抽出した無認定施設”は医師が２

人以上の施設の割合が最も低く、医師１人当たりのレセプト件数の平均値はその

他の無認定施設よりも多く、認定施設よりも少ない。これより“抽出した無認定

図４ かかりつけ医機能認定施設の 

患者カバー圏域 

図５ ICD-10 の種別、常勤医師数、  

レセプト件数 
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施設”には、医師が１人で一定数の患者を支えている施設が含まれると推察され

る。かかりつけ医機能の定義には「診療時間外（休日や夜間）にも患者対応がで

きる体制を構築すること」と記載され、かかりつけ医機能を評価する診療報酬で

ある「地域包括診療加算」の「24 時間対応の薬局との連携」等の要件が、医療資

源に乏しい地域に位置する施設での認定取得を困難にしていると推察される。こ

れら、かかりつけ医の認定に困難をきたしている地域では、国保診療所等の補助

事業での医療機能誘致が望ましい。また本分析結果の提示は、医療過疎の課題に

対し、どのような地域単位で医療資源を誘導していくかの基礎資料となる。 

このようなレセプトと空間情報の分析結果の連携は、具体的な政策として、都

道府県による国保診療所の誘致や診療日の確保に伴う補助制度、また医師の高齢

化に伴う代替医師の派遣、研修を受けた看護師（特定行為研修修了者や高度実践

看護師（診療看護師や専門看護師））等の配置による医師との共同実践、病床の

（看護）小規模多機能介護施設への転換又は新規併設による医療・看護・介護の

一体的・効率的な提供、また新たな医療資源提供手法としての車両を用いた移動

診療所の導入等、エビデンスを持った政策展開に寄与する。 

上記に加え、経年的レセプト分析で、被保険者の受診行動から繰り返す入退院

や重複・頻回受診、高額な医療・介護費を使用するなどのハイリスク者の特定、

その背景要因の解明が可能とな

る。また、レセプトや健診データ

を人工知能（AI）に学習させるこ

とで、こういったハイリスク者を

予測的に特定し、かかりつけ医等

と連携し、疾病管理やケアマネジ

メント等の対策を打つことが可能

となる[69]。さらには、ハイリス

ク者をその住所（郵便番号）を用

いて地図上にマッピングすること

で、特定の地域への集積が確認さ

れ、地域ごとの医療機関等の施設

の配置や環境と関連を解析するこ

とが可能となる（図６）。こうい

った解析結果を基に、自治体/医療

保険者は地区別にリスク要因を特定して改善に向けた対策に取り組むことが可能

となる。 

 

③ 行動情報の広域可視化とコミュニティ形成を含む移動販売政策 

移動行動の可視化は、COVID-19 蔓延期以降、モバイル空間統計等の携帯端末の

移動データに代表される人流データの活用のもとに種々の活用実績がある。活用

 
図６ 郵便番号によるハイリスク者のマッ
ピング（AI 予測結果）(出典：Li, et al. 

Int J Environ Health Res.2023;33(12) [69]

の図３の一部を抜粋) 
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例として、過疎地の移動販売事業データ群の可視化によるコミュニティ政策の有

効性を検証した事例を参照する[70]。 

買物弱者に対して、各種移動販売、EC（Electronic Commerce）サイト（通販等

の web 上の買物サイト）の利用支援等の政策支援が進んでいるが、どのような効

果が具体的に表出するかや、政策としての評価はその具体性に欠ける。そこで、

栃木県北東部の中山間地域（大田原市、那珂川町）で展開している移動販売の移

動データ、従業員との関わり（販

売員の１名は看護師資格有）、

POS データ、既存買物施設との関

連、波及効果等を計測した事例を

概観する（図７）。 

結果として、単純な行動記録の

分析から、近隣に買物施設が存在

する地域においても移動販売の利

用ニーズが存在していること、ま

た、運営者の行動範囲からは、単

一自治体に依存しない広域的な補

助政策の必要性等が可視化され

た。さらに、滞在時間の分析から

は、従業員が購入品を自宅まで運

ぶ過程において、生活状況の観

察、食品の備蓄状況や服薬状況の

確認、コミュニケーションの機会

の創出など、孤立予防にも資する

「ついで行動」が行われているこ

とが確認された。 

 本事業は利用者視点のサービス

提供を担っており、事業の有効性

が多角的なデータ分析から確認さ

れている。これらの計測結果を用

い、買物支援から孤立予防、都市

交通政策としての具体的評価や、

今後の継続的な補助制度の在り方について、適切な政策展開が可能となる。 

 

(2) 地域の高齢者（ハイリスク者）を見守る仕組みの構築・ケアイノベーション 

① 大学との連携強化によるプロアクティブな仕組みの構築：データサイエンスに

図７ 移動販売+看護師が行う地域支援の   
１日の記録（図出典：佐藤栄治，竹澤くるみ. 

日本建築学会，地域施設計画研究 2022 [70]） 
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立脚した「根拠に基づいた政策」への変革 

ヘルスケア産業におけ

る開発プロセス革新に向

け九州大学が展開する

「LIFE Study」は、自治体

が保有する保健・医療・介

護・行政等の健康関連デ

ータを住民単位で統合し

たデータベースを構築

し、今後 20 年間にわたり

追跡評価するもので、成

長発達段階ごとのリスク

や、人生の各時期を通じ

て生じるリスクを特定す

ることを可能にしている。さらに、当該データベースを学術機関が利用できるプラ

ットフォームを整備している[71]。 

また、広島県呉市では、自治体が有する複数の医療・介護関連データを突合・連

結して分析することで、住民を健康リスク別に階層化し、図８に示すような健康リ

スク特性に応じたプロアクティブな仕組み（先取りして予防するサービス提供の仕

組み」を、大学が自治体や地域の民間事業者と連携して提供するモデルを構築、実

施した[72-78]。 

 

② 住民の不安や健康ニーズに対応するための看護職者の自治体への配置・連携 

先の「移動販売政策」にも活用された、看護師が地域住民の複数のニーズに対応

するモデルについては、過疎・高齢化が極度に進む奈良県天川村の実践がある（４

章の事例）。地域おこし協力隊として採用された看護師は村の観光産業開発にも従

事しながら、医療・介護レセプト情報の分析から住民のサービス利用需要と医療・

介護従事者の供給の最適化を狙い、複数の医療・介護機関の勤務を柔軟に行う体制

を組んでいる。このように、自治体が配置や調整に関与する、看護師による継続的

な見守りと医療・介護上の緊急対応体制は、独居高齢者の多い過疎地域における在

宅生活を支える重要な基盤となっている。 

 

③ 地域住民の安全・安心を支えるウェアラブル端末データ活用の仕組み構築 

独居高齢者や高齢者のみの世帯では、健康状態の急変や認知症・要介護状態への

移行に対する不安が日増しに高まっており、これは本人だけでなく離れて暮らす家

族にとっても大きな懸念である。病院入院時のように「常に誰かが見守ってくれる」

体制を地域でどのように実現するかは、超高齢社会が直面する我が国の最重要課題

の一つである[79]。 

図８ 集団の健康リスク階層化と、リスクに 応じ
たサービスの適正配分戦略（図出典：森山美知子.看

護研究 2022 [76]を当分科会改変） 
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この課題に対応するため、全国 11 の自治体が大学や研究機関と連携し、希望す

る住民に対して睡眠センサー等のウェアラブル端末を貸与し、取得されたデータを

地域の看護職が活用する取組を進めている[80, 81]。また単なる見守りだけでなく、

睡眠状態の「見える化」によって住民自身の健康意識が高まり、生活習慣改善が促

されることも確認できている。健康増進の側面も持ち合わせているウェアラブル端

末の活用は有用であり、重要な視点である。 

実証の成果として、睡眠の乱れが体調不良の前兆を示す事例をいち早く察知し、

看護職による迅速な介入につなげられることが確認された。また、脳卒中や高次脳

機能障害の予兆を把握できた例もあり、予防的支援の可能性が示された。さらに、

看護職が住民とデータを基に振返りを行うことで、睡眠薬の使用量の減少、昼夜の

リズムの是正（図９）、血圧管理の改善等具体的な生活習慣の改善が得られた。こ

うした取組は、単なるモニタリングにとどまらず、地域全体の健康管理体制を変革

する力を持つことを明らかにした。 

 

図９ 昼夜のリズムがなくなっている者に対するアドバイス前後の睡眠リズム 
（青が睡眠、黄色が覚醒、白は離床、赤枠は日中時間帯を示す）（当分科会作成） 

 

今後の展開としては、対象者の特性を見極めた選定や費用対効果の向上が不可欠

であり、総合事業やデイサービスといった地域資源と統合して持続可能な仕組みを

設計する必要がある。そのために現在、大阪大学の研究チームは２自治体とともに、

地域の保健師がウェアラブル端末データを用いて保健指導を行えるよう、訓練プロ

グラムを整備し、現場で実装を進めている。これにより、従来の経験依存型の支援

から、データに基づいた予防的介入（プロアクティブな仕組み）へと進化しつつあ

る。 

 

(3) 医療 DX 化における課題 

DX の推進の一方で、医療 DX[82]と高齢社会対策基本法[83]が掲げる地域におけ
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る有機的な連携と適正なサービスの提供とに関していくつかの課題が示されてい

る。その一つは高齢者の情報通信技術（ICT）へのアクセスや利用能力の格差であ

るデジタルデバイドの課題である。デジタル機器は個々の所有者によって管理され

るものではあるが、医療 DX においてはデジタル機器を活用できない高齢者が公民

館や学校のような地域の施設を活用して共用の機器を用いることで、オンライン診

療や保健・福祉サービスを受けられるようにすることも必要である。 

今後、独居や認知機能及び身体能力が低下する高齢者が更に増加すると予測され

ており、デジタル化やロボット等新しい技術を開発及び活用するとともに、地域に

おける多様なニーズに応じた「高齢者を取り残さない支援体制の構築」が必要であ

る。とりわけ外出弱者となった高齢者に対しては、地域住民や民間・自治体による

支援に加えて、ウェアラブル端末等の逐次異変を感知・情報連携する端末等での積

極的なデジタル整備が求められる。これらは、WHO が提示しているデジタルインク

ルージョンの概念にも合致し[84]、物理的アクセスの保証、経済的アクセス、デジ

タルリテラシー、利用支援、利用機会に関わる補助制度等の拡充が期待される。 

全国共通で医療情報を整備し医療の質の向上を目指す医療 DX のもう一つの課題

は、使用する電子カルテ情報共有サービスの情報が「文書情報（３文書）及び電子

カルテ情報（６情報）5」[85, 86]に限られていることである。しかし佐久総合病院

グループを中心とした地域医療連携室に実装されているように[87]、電子カルテの

地域共用化によって、救急・医療・介護の切れ目ないサービス提供、医療機関や自

治体サービスの効率化と負担軽減等が期待される。さらに高齢者に対する医療と介

護の質を上げるためには、住み慣れた地域における病院、医院、薬局及び介護施設

のリアルタイムでより詳細な情報の共有が重要であり、福島県会津若松市等で社会

実験が行われている都市全体のデータ連携基盤である都市基盤オペレーティングシ

ステム等の実装[88]が必要になってくる。 

高齢化率が上昇し生産人口が減少する我が国において、高齢者に対する情報駆動

型社会を形成するためには、暮らしている地域におけるより詳細な情報共有の整備

が必須となる。それを達成するためには、生成 AI 等を活用することによって異な

る施設間、業種間の情報共有を進める基盤の整備が必要である。 

これを全国共通で行うことは技術のみならず費用及び運用の面から課題がある。一

方、高齢者の情報は地域において利活用されることがほとんどである[89]。したがっ

て、高齢者に対しては全国共通の医療 DX の整備とともに、地域におけるより詳細な

医療 DX の整備が必要である。同時に、新しい科学技術が社会に導入される際に生じ

る様々な倫理的、法的、社会的課題／合意（ELSI）の検討や、過剰な個人情報保護法

の解釈等について、早期に検討が必要である。  

 
5 医療機関における情報共有を円滑に進めるための、標準化されたデータセット。３文書は、診療情報提供書、退

院時サマリー、健康診断結果報告書の３種類の文書を指し、６情報とは、傷病名、アレルギー情報、感染症情報、

薬剤禁忌情報、検査情報、処方情報の６種類の情報を指す[85, 86]。 
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８ 見解 

  超高齢社会の進行と地域コミュニティの希薄化を背景に、高齢社会政策は、高齢者を

支援の対象として捉える発想から、あらゆる人々が生涯を通じて地域社会に参画し、互

いに支え合う住民主体・地域参加型モデルへの転換が求められている。その基盤となる

のが、人とのつながりや社会参加、自己決定を通じて実現される「幸福長寿」の考え方

である。 

  幸福長寿社会の実現には、住環境・移動環境・地域活動の機会を、参加と包摂を支え

る社会的基盤として整備するとともに、医療・介護・福祉・人口動態・移動等の多様な

データを活用し、科学的根拠と住民の経験知を融合した政策形成を進めることで、地域

固有の課題に応じた持続可能な社会づくりにつながる。本見解では、住民主体のまちづ

くり、住環境改善、医療 DX、産官学民連携の４つの視点から、「健康長寿」から「幸福

長寿」への転換と包括的 AFC 実現の推進について示す。 

 

(1) 新たな住民主体による健康長寿に向けたまちづくり 

人生 100 年時代を迎え、国民が健康で長寿を享受するだけでなく、生きがいを持っ

て暮らせる「幸福長寿社会」の実現が求められている。高齢者を支援の対象とする従

来の枠組みを超え、社会の担い手として位置付ける新たな社会システムの構築が必要

である。健康寿命の延伸は国家戦略の中核に位置付けられ、多世代が共生し、ウェル

ビーイングを高め合う社会が期待されている。その鍵を握るのがフレイル対策であり、

身体的側面に加え、心理的・社会的要因が複合的に影響する点が重要である。孤立や

経済的困窮等の社会的フレイルは、身体機能の低下と負の連鎖を引き起こし、自立を

損なう危険がある。したがって、個人の健康行動を支援するとともに、地域コミュニ

ティの構造そのものを再設計する必要がある。健康福祉政策とまちづくり戦略を融合

させた包括的な取組が今こそ求められている。さらに、フレイルに関する科学的エビ

デンスの創出と、それに基づく政策立案が不可欠である。ポピュレーションアプロー

チから疾病悪化リスクの高い集団へのハイリスクアプローチまでを一体的に推進し、

産官学民が連携して実効的な体制を構築すべきである。そして「フレイル予防は地域

づくりである」との理念のもと、住民が相互に支え合い、達成感や自己効力感を感じ

られる社会をデザインしていくことが、次世代の幸福長寿社会の鍵となる。 

 

(2) 住環境（住宅内外の環境）改善による高齢者の健康・生活支援  

地球温暖化に対する住宅政策で断熱化が進められるなかで、特に高齢期には冬に暖

かい家が良いことなど、住居環境が健康に好影響をもたらすことは徐々に認識される

ようになったが、まだ十分に住環境が改善されたとはいえない。特に、既存住宅の断

熱改修等、住環境改善を促す制度や技術開発を推進する必要がある。特に経済的にゆ

とりのない高齢者世帯に対しては、健康・福祉の向上に資する住環境改善施策を優先

的に実施すべきである。 

また、歩行しやすい安全な交通・歩道の環境、公共交通、近隣農地や就労の場の質
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的整備等、高齢者の社会参加を促す環境の整備を、地域の特性に合わせたまちづくり

とともに推進することが重要である。 

 

(3) データ活用と医療・健康 DX   

国は健康長寿社会の実現に向け、ビッグデータ活用によるエビデンスに基づく高齢

者の健康・生活に関する政策立案を推進している。しかし、自治体にはデータサイエ

ンティストが不足しており、庁内外の多様なデータを取得・連結・分析し、その結果

を活用した横断的な政策形成はまだ途上にある。ヘルスケア施策とまちづくり施策を

融合するためには、ビッグデータを中核とした分析体制の整備が必要であり、自治体・

医療保険者等が連携し、データ分析を担う専門部署の設置と専門人材の配置が求めら

れる。また、医療分野の DX 化が進む一方で、デジタル機器を活用できない高齢者へ

の配慮が課題であり、個人機器に依存せず地域施設を活用した「共用型デジタル支援

拠点」を整備し、オンライン診療や福祉サービスへのアクセスを保障するデジタルイ

ンクルージョンの推進が必要である。さらに、独居や外出が困難な高齢者を支援する

ため、地域住民・自治体・民間が連携した見守り体制の構築が急務である。全国共通

の医療 DX に加え、病院・診療所・薬局・介護施設等がリアルタイムで詳細な情報を

共有できる地域型の医療 DX を実装することで、救急から在宅までの切れ目のないサ

ービス提供を実現し、地域全体の医療・介護の質向上と負担軽減を図ることができる。 

今後は、生成 AI 等の新技術を活用し、費用・運用両面で持続可能な地域医療情報

基盤を確立することが重要である。さらに、AI・IoT・ロボット技術を活用してハイ

リスク高齢者を見守り、支援する仕組みを構築し、産官学民連携による研究と社会実

装を推進することで、世界をリードする新たな高齢者支援モデルを創出していくこと

が求められる。 

 

(4) 産官学民連携の推進   

課題解決に向け、計画段階から住民参加を促すこと、そして産学民による地域事

業の創出を自治体が支援することで、持続可能で多様な活動を各地域で起こしてい

くことが必要とされる。その際、網羅的な視点として、AFC の８つの領域を軸に、

住民主体のフレイル予防とデータ駆動の政策、住環境・交通・就労の一体整備を同

時並行で進めること、そして、行政の縦割りを越え、産官学民の共創と公平性指標

に基づく評価を徹底し、地域社会を支える主体として高齢住民を位置づけ、「健康長

寿」から「幸福長寿」への転換を支える地域づくりが求められる。 

 

なお、本見解の推進にあたっては、自治体ごとの人口構造や財政基盤、地域資源

の状況等の差異を十分に踏まえ、地域特性に応じた具体的方策を検討・提示してい

くことが重要である。また、AFC の理念を実効性ある形で具現化するためには、継

続的なモニタリング体制の整備と、客観的かつ実践的な評価手法の構築を併せて推

進していく必要があることを付言する。  
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＜参考資料１＞審議経過 

 

2024 年 

３月 14 日 高齢者の健康・生活分科会（第１回） 

役員の選出、今後の進め方について 

５月 22 日 高齢者の健康・生活分科会（第２回） 

見解の内容に向けた討議（高齢者をめぐる人口と人口構造の変化、エ

イジ・ フレンドリー・シティ） 

７月 30 日 高齢者の健康・生活分科会（第３回） 

見解の内容に向けた討議（高齢者ケア制度における課題、農山村地域

における高齢者施策、高齢者関連建築分野の研究動向） 

10 月 28 日 高齢者の健康・生活分科会（第４回） 

見解の内容に向けた討議（健康関連ビッグデータ解析、医療 DX と高

齢者の健康・生活、人工知能（AI）による生活習慣病の発症予測と予

防戦略） 

2025 年 

３月１日 高齢者の健康・生活分科会（第５回） 

見解の構成・骨子案について 

2026 年 

４月１日 高齢者の健康・生活分科会（第６回） 

見解の修正・発出、第２回シンポジウムの企画について 
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＜参考資料２＞シンポジウム開催 

 

公開シンポジウム 

「高齢者の健康と生活に与える環境の影響：学際領域の研究成果を融合」 

 

主 催：日本学術会議健康・生活科学委員会高齢者の健康・生活分科会、臨床医学委

員会・健康・生活科学委員会合同老化分科会、土木工学・建築学委員会・環

境学委員会合同カーボンニュートラル都市分科会、環境学委員会・健康・生

活科学委員会合同環境リスク分科会 

 

後 援：一般社団法人日本老年医学会、一般社団法人日本老年学会、一般社団法人日

本応用老年学会、一般社団法人日本プライマリ・ケア連合学会、一般社団法

人日本建築学会、公益社団法人空気調和・衛生工学会、日本介護福祉学会、

日本保健福祉学会、一般財団法人住宅・建築 SDGs 推進センター、一般社団

法人日本看護系学会協議会 

 

日 時： 2025 年３月１日（土）13：00 ～ 16：00 

 

場 所：オンライン開催 

 

開催趣旨： 

 超高齢化が進む我が国においては、誰もが取り残されず、障害を有しても社会で安

心して生き生きと生活・活動できるよう、生活機能を包括的に捉える視点と環境因子

への働きかけやデジタルトランスフォメーション（DX）が必須である。 

本シンポジウムでは、高齢者を取り巻く環境を多元的に、とくに data-driven で科

学的に捉え、最新の科学的知見による住環境（都市環境、住宅内環境）や交通・就労

環境の構築による「エイジフレンドリーシティ（Age-friendly cities and 

communities）」の実現に向け、建築工学、健康科学、環境学、情報学等による学際

領域が研究成果を融合させ、産業界と共にイノベーションを起こすための提言につい

て話し合う。 

 

総合司会： 

秋下 雅弘（日本学術会議第二部会員／地方独立行政法人東京都健康長寿医療センタ

ー センター長） 

伊香賀 俊治（日本学術会議連携会員／慶應義塾大学名誉教授／一般財団法人住宅・建

築 SDGs 推進センター 理事長） 
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委員長挨拶： 

森山 美知子（日本学術会議第二部会員／広島大学大学院医系科学研究科 教授） 

 

司会： 

住居 広士（日本学術会議連携会員／県立広島大学大学院 特任教授） 

森山 美知子 

 

話題提供 

松野 秀生（国土交通省住宅局住宅生産課長） 

堀 裕行（厚生労働省老健局老人保健課長） 

 

第１セッション 

１）『エイジ・フレンドリー・コミュニティ』 

中村 桂子（日本学術会議連携会員／東京科学大学大学院医歯学総合研究科国際保健

医療事業開発学分野 教授） 

２）『データからみる高齢者の健康・生活に関する課題』 

長澤 夏子（日本学術会議連携会員／お茶の水女子大学基幹研究院自然科学系 教授） 

 

第２セッション 

１）『高齢者の健康と生活を支える住宅環境の改善に向けて』 

伊香賀 俊治 

２）『高齢者の健康と医療 DX』 

金子 周一（日本学術会議連携会員／金沢大学大学院医薬保健学総合研究科 特任教授） 

３）『データを活用して地域住民の生活上の安全と安心を守る／DX 化の推進』 

山川 みやえ（日本学術会議連携会員／大阪大学大学院医学系研究科統合保健看護科

学分野老年看護学 准教授） 

 

総合討論 

指定発言 

飯島 勝矢（日本学術会議連携会員／東京大学高齢社会総合研究機構 機構長・東京大

学未来ビジョン研究センター 教授） 

 

閉会の挨拶 

荒井 秀典（日本学術会議第二部会員／国立研究開発法人国立長寿医療研究センター

理事長） 

 


